
（複数団体による提案も可とします）

　弊社は母体であるレイヤーズ・コンサルティング（大企業向け経営コンサルティングファーム）の経営ノウハウと、
関係企業様の保有技術を活用し、スクール事業を主軸にして実証実験を積み重ねている。
　弊社の強みとしてスクール事業を通じた解析技術やドローンオペレーション技術を有し、各省庁の補助金を用いた実証
事業を行い配送に関するノウハウを蓄積している。

□資する技術
＜スクール分野＞
・土木測量（i-Construction基準対応）：
　大手建機メーカー様が国内4000を超える建設現場で培った3D測量ノウハウ

・森林測量（森林資源量調査）：
　森林空撮による森林資源量調査ノウハウ
　エリア毎の木の本数、1本毎の直径、高さ、位置を自動で算出・記録が可能。

・圃場生育診断
・ドローンに関する基礎技能と基礎知識に関する分野

＜実証分野＞
・大型ドローンによる配送（2018年度～2019年度実証）
・顔認証システム（2019年度実証）
・遠隔診療（2020年度実証）
・害獣駆除（2019年度実証）
・農地作付確認（2019年度実証～2020年度実証）

※実績については（3）その他にて記載しております。

提案団体名　株式会社Future Dimension Drone Institute

○提案内容 仮題　大型ドローンによる目視外補助者なし運用における物資配送（離島モデル）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

＜想定している地域課題＞
①物資を本土からの配送に頼っている離島における、災害時に孤立する住民への災害物資・医薬品の供給
②人口減少による荒廃農地の増加とそれに伴う害獣被害、高齢化による認知症の増加と受診へのアクセスの悪さ
③働く場所がないことによる働き手・若年層の流出

課題解決の方向性　【魅力あふれるサスティナブルな離島モデル】
・利用技術
　大型ドローンにおける目視外補助者無しの一人運用による災害時を想定した物資配送の技術的検証
　長距離長時間飛行・遠隔制御システム・リアルタイム映像伝送・顔認証システム

　遠隔診療と大型ドローンによる医薬品配送の技術的検証
　高精細なテレビ通話・映像伝送・顔認証システム
　
　多分野活用の技術的検証
　土木測量・森林測量・害獣センシング（定点観測＋ドローン空撮）・圃場調査・災害現場調査（火災時、港の崩壊時）
　風力発電や波力発電の点検・テトラポッド点検・太陽光パネル点検・災害ゴミの回収（曳航フライト）
　
　ドローンの観光ツール化の技術的検証
　例　VRゴーグルによる空からの離島観光、海産物のドローン配送、ドローンによるフィッシング（ドローンフィッシュ）
　　　　マリンスポーツにおける利用（空撮、海上ドローンサッカー、フロートデバイスを装着したドローンによるレース）

上記モデルを弊社がリードし、以下の流れで社会実装を行う。
①大型ドローン・運用体制を構築
②運用ノウハウの移管（マニュアル化と地域内でのパイロット養成）
③多分野活用モデルへシフト（パイロットの更なる高度人材化）
④弊社サポートなしに、自治体が自立してドローン活用の推進

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

<実績>
2017/09/04　「ドローンを活用した地域協働事業に関する包括連携協定書」の調印を行う。（和気町・弊社）
2017/12/04　内閣府に「国家戦略特区」提案書の提出を行う。（和気町・弊社連名で提出）
※中山間地域の特性および河川上空空間を活かした大型ドローンによる輸送改革・地域創生モデル実証特区

2018/02/05　「災害時における支援協力に関する協定書」の調印を行う。（和気町・弊社）
2018/05/28　コマツ認定ドローン測量実践コースの講習を開講する。
2018/08/27　国土交通省・環境省の「山間部等でのドローン物流検証実験事業」に採択される。
2019/03/29　平成31年度地方創生推進交付金事業に採択される。（事業期間　令和元年度～三年度）
※事業名　「ドローンを活用した地域課題解決プロジェクト」

2019/04/01　町職員で構成する「和気町ドローン航空隊」を創設
2019/06/21　総務省　平成31年度IoTの安心・安全かつ適正な利用環境の構築事業に採択される。
※事業名　「中山間地域における大型ドローンの目視外・補助者なしによる安心・安全かつ効率化されたIoTシステム構築事業」
2019/08　コマツ認定森林見える化コースの講習を開講する。
2020/02　コニカミノルタ認定農業コースの講習を開講する。

（３）その他

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

株式会社Future Dimension
Drone Institute

林　大暉 0869-93-4866 info.f@fddi.jp

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

＜直近のメディア掲載＞
◆新聞・雑誌
2019/10/06　山陽新聞　 ｢ドローンで山間部に荷物配送　和気町で２度目の検証実験開始｣
2019/11/27　読売新聞(岡山) 　「人あり」
2019/11/30　日本経済新聞　電子版　「岡山×ドローン 可能性を探り官民が実証実験」
2020/01/29　日本経済新聞　朝刊31面・電子版　特集「IN FOCUS」
2020/2/6　　 日経コンピュータ号「ドローンテック」　P24-37の特集内
◆テレビ

   2019/12月放映　NHK岡山
  2020/1/11放映　テレビせとうち「プライド」 

2020/1/31放映　岡山放送OHK「金バク」
2020/2/10放映　テレビ東京「ワールドビジネスサテライト(WBS)」
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スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

クリエイティブジャパン株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

■すでに認められている優位性
電動キックボードは世界的に大流行していますが、当社製品は日本の公道で安全に走行できるように開発
したものです。
道路運送車両法の保安基準に合わせて設計開発したことにより、電気系統の故障や発火の恐れがありま
せん。また、配線等はボディの内部を通しているため、断線の恐れがなく、見た目や質感も優れたものと
なっています。後から保安部品等を取り付けた改造車とは一線を画すものです。
原動機付自転車のカテゴリーでナンバー登録ができますので、自賠責保険はもちろん、任意保険にも加入
することができます。
安全性や注目度の高さ、斬新なデザインと製品への技術力が認められ、2020東京オリンピック・パラリン
ピックの聖火リレーに使われることが決定しています。
JOC（日本オリンピック委員会）と全国47都道府県の全ての警察署で個別に申請をし、製品使用の許可を
得ました。製品への信頼の証であると自負しております。
■構造上の特徴
電動キックボードとしては非常に珍しく前輪1つ、後輪２つの合計３つのタイヤを備えています。弊社の調べ
では、従来の二輪の電動キックボードでは、約8割の人が乗るのが怖いと感じているとのことです。しかし、
弊社の三輪キックボードでは、8割を超える方が乗ってみたいと回答しています。
二輪のキックボードに比べて転倒の心配が少ないため、年代や性別を問わず、普通運転免許（または原付
免許）さえ持っていれば安全に乗車できるものとなっています。また、取り外し可能なサドルを取り付けるこ
とにより、座って運転できるようになりますので、高齢者にとっても安全かつ快適な乗り物と言えます。
前輪にはゴムタイヤを採用し、悪路の走行時の衝撃を緩和するとともに、パンクの心配を解消しました。後
輪については乗り心地を考慮して空気タイヤを使用しています。
さらに、高性能なサスペンションを搭載することで、凹凸やアップダウンの激しい道路の衝撃を吸収し、快適
な乗り心地を実現しました。
独特の浮揚感を感じながらの安定した走行は、弊社の三輪キックボードならではの楽しさです。
ワイドボディにすることにより、安定した走行性を確保しつつ、道路を共走する他車からの認識性も向上さ
せ、運転者の心理的不安を取り除きました。なお、折りたためばコンパクトになりますので、省スペースで収
納でき、車のトランクに積むことも可能です。
■省エネルギー
充電には家庭用コンセントを利用できます。電気コストは1回9円で、排ガスもありませんので、環境にも優
しい製品となっています。

■観光客の利便性向上
観光産業は離島の振興策として有望なものですが、問題点として現地での交通の便の悪さが挙げられま
す。
徒歩での移動では、道中での発見や出会いを期待できますが、その反面、疲れる、遠くまでいけないという
デメリットがあります。一方、車やバスなど乗り物での移動は楽ですが、目的地に到達するだけとなり、道中
の楽しさを見逃してしまうという残念な面があります。
弊社の三輪電動キックボードなら、疲れを感じることなく、徒歩の感覚で道中を楽しむことができます。適度
なスピードで安定走行できますから、島内を寄り道しながら巡り、島の魅力を隅々まで感じていただくことが
できます。移動を手段から目的に変えてくれる、徒歩と乗り物の「いいとこ取り」の製品です。
■島民にとっての利点
離島の人口を保つことは重要な課題ですが、第三次産業がおもな働き口では、若者の流出を食い止める
ことは困難ですし、移住者を集めることもままなりません。
そこで、三輪キックボードを島でのビジネスの起点とすることを提案いたします。
三輪キックボードの導入には特別な専門知識は必要ありません。また、導入コストは電動アシスト自転車と
変わりませんが、レンタル収益はその何倍も得られますので、若者に起業の機会を与えるのに最適なビジ
ネスであると考えられます。
島在住の若者に三輪キックボードの運用を任せ、ビジネスを興すことは、島での雇用促進や観光客誘致な
ど活性化につながります。
さらに、島在住の若者に限らず、この事業を行う移住者を募集するという展開も可能です。
原付バイクの燃油コストが50kmで160円＝10km走行で32円であるのに対し、弊社のキックボードの充電コ
ストは40kmで約9円、10km走行で2円と安価です。
この圧倒的な低コストにより、観光産業のみならず、高齢者宅への訪問や買い物、ちょっとした移動等のさ
まざまなビジネスやサービスでの活用が検討できます。

下記のうち、該
当するものを○
で囲んでくださ

い。
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

観光客を島へ誘致するには、さまざまな手法があると思われますが、コストを抑えて目玉を考える事が一番のポイントであ
ると考えられます。
現代の若者の消費体系は「コト消費」であり、カップルが同じ経験や共同作業を行うことを好む傾向にあります。
島に観光の目玉があればもちろん魅力的ですが、特にこれといった名所のない島でも、この電動キックボードで島とふれ合
い、景色を見渡し、浮遊するような乗り心地で島内を散策することは貴重なアクティビティとなり得ます。
三輪キックボードは、聖火リレーに使われることにより今後マスコミの注目度もアップすることが予想されます。島に来た観
光客が話題のキックボードをレンタルし、島内を散策しながら魅力を発見する姿を容易に想像することができます。
また、閑散期や予約のない日には、島民の生活移動にも使えるというメリットも強調しておきたいところです。

（３）その他

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

木村裕一
03-6409-6855
090-4706-0120 info@qreative-jp.com
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日本工営㈱、応用地質㈱、日本郵便㈱
㈱みずほ銀行、みずほ情報総研㈱、㈱BlueLab

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。
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エネルギー
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教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・人
材育成
その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名：

○提案内容

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

1.【安全・安心】
1-1）見守り
高齢者と家族の安心安全のために、郵便局社員が定期的（毎月1回/30分程度）に高齢者宅を訪問。会話を通じ
て生活状況を確認し、その結果を家族や自治体に報告。
＜実績＞
2017年からサービス展開中。全国で多数の導入実績あり。
1-2)遠隔コミュニケーション（医療・健康支援）
自治体がもつIPネットワークやインターネット回線を活用し、自治体（保健福祉センター）や診療所等の医療機
関、高齢者宅をテレビ電話（IP電話機）で接続。遠隔地との医療（問診）や医療・健康相談の環境を整備。
＜実績＞
約50の自治体、8万台超の戸別テレビ電話機の導入実績あり。
1-3）防災
自然災害をモニタリングし、観測データをクラウド上で管理。メールやGIS等による情報提供の他、APIによる他シ
ステムとの連携により、防災情報を効率的かつ効果的に活用。また、島内の人的リソースを活用し、協働で防災
システムの維持管理を実現。
＜実績＞
常時観測から発災後の2次災害防止用途まで、国、自治体向けに目的に合わせた最適な観測システムソリュー
ションを多数提供中。

2.【移動支援】情報通信システムを活用した利便性の高い交通網の構築
2-1)航路の安定的な運航と利便性の向上
航路運行情報の乗り継ぎ検索システムへの対応と、リアルタイムでの欠航情報の提供により、利便性の向上を
目指す。
＜実績＞複数の地方公共団体における公共交通総合連携計画策定調査業務委託 （航路再編）に参画。

2-2)島民に対する公共交通機関の再編
　人口密度の小さな地域において、路線バスやデマンド交通のデザインを適切に行い、持続可能な交通システ
ムを導入し、住民の外出促進や健康増進、来訪者の回遊性向上を目指す。乗合交通の配車システムを活用し、
デマンド交通の利便性を高める。複数の交通サービスで連携した決済方法の導入を目指す。
＜実績＞公共交通網形成計画策定業務を通じて過疎地における公共交通再編や路線バスとデマンド交通の組
合せによる運行システム構築を実施。

2-3)観光客に対する二次交通の確保
島内で生産したエネルギーの地産地消による地球環境にやさしい移動サービスの導入。利用者の目的、嗜好に
合わせて様々なモビリティおよび利用拠点を提供する（バス、コムス、電動自転車、バイク）。
＜実績＞離島におけるITSを活用したEV車両導入の実証事業において、計画から運営まで参画。

3.【エネルギー】次世代エネルギーシステムの構築によるエネルギーの地産地消とレジリエンスの強化
3-1)次世代エネルギー（太陽光発電、小水力発電設備）の導入
離島の未利用エネルギー（土地、水資源）を最大限活用して次世代エネルギーを導入 し、島嶼部の電力需要の
大半を担っている火力発電所での化石燃料の使用量を削減する。→脱炭素、エコアイランド、エネルギー地産
地消の推進、火力発電所の停止時の電源確保
＜実績＞国内8か所 約2.7MWの小水力発電事業実績、太陽光発電設備の導入（自社工場160kW、郡山市内
750kW）、モニタリングサービスの販売（約200か所）、その他、設計・施工管理案件多数実績あり

3-2)エネルギーマネジメントサービス（EMS）の提供
島内に導入されている太陽光、風力発電、蓄電池をEMSで制御し火力発電所の運転効率が悪い時間帯に充放
電することで、発電所の燃費を向上させる。災害時に火力発電が停止した際には、太陽光、風力、蓄電池を
EMSで制御して、 避難所など重要施設への電力供給を維持する。さらに、電動モビリティの停車・停留時間に電
池を充放電制御するなど、EMSを島内移動手段に活用する。
＜実績＞道の駅防災機能強化型次世代エネルギー導入（岐阜県）、スマートコミュニティ用EMSの導入（福島
県）、自社工場EMSの導入（福島県）、系統用蓄電池用EMSの導入（イギリス）、電気自動車の充放電制御

4.【キャッシュレス】
4-1)QRコードを活用した、キャッシュレスでの決済手段の提供
現金の維持管理コストが高くセミクローズドの経済圏である離島においてキャッシュレス化による決済手段の多
様化と地域経済活性化を支援する。
＜実績＞
みずほ銀行は、全国の約90の金融機関（※1）と協働して、QRコードを活用したスマホ決済サービス「J-Coin Pay」
を、2019年3月1日より展開中。銀行法に基づき提供するサービスとして、安心・安全な決済手段をご提供。（※2）

（※1）参画金融機関の顧客基盤は合算で約8,000万口座
（※2）預金保険制度による保全等も含む

また、デジタル地域回数券の実証実験を2019年12月から2020年1月まで実施。（山口県周防大島）。

様式１
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別添の参考資料に、当団体によるスマートアイランドの取組の考え方を記載。

1.【安全・安心】
＜高齢者が安心して暮らせる地域社会の実現＞
・高齢者の見守り訪問を通して得られる、高齢者の健康状態などの情報を定期的（1回/月）に把握。地域に暮ら
す高齢者の情報を高頻度で更新し、買物や移動、災害時に支援が必要な高齢者を把握することで、高齢者に暮
らしやすい環境を整備し災害時の高齢者の安全性向上を実現。
＜医療・健康サービスの充実＞
・テレビ電話により、遠隔地からの問診や健康相談を実現する環境を構築し、離島の医療サービスを充実する。
また、消防署と連携したテレビ会議による緊急通報環境の整備により、救急・救命活動の迅速化と最適化を目
指す。
＜防災情報の効果的活用＞
・防災IoTセンサを活用したモニタリングにより、防災行政の最適化と効率化を実現。また、防災情報を高齢者向
け社会福祉や観光、交通等と共有・連携することで、地域社会全体の安全・安心を向上。

2.【移動支援】
＜離島の特性を考慮した住民や観光客に使いやすい移動手段の実現＞
・新しい公共交通体系や観光客利用の交通体制の構築
・定期航路に対する現在のニーズに対応した運営改善
・交通サービスのリソース（事業者、人員）が限られた環境であることを考慮した、持続的な公共交通の運営
・エネルギーの有効活用、環境的な持続可能性による、定住促進や観光振興に向けたイメージアップ

3.【エネルギー】
＜次世代エネルギーによる化石燃料の使用量削減＞
・次世代エネルギーの整備によるエコアイランド、低炭素社会およびエネルギー地産地消の実現
・次世代エネルギーによる災害時の電源確保
＜災害時におけるエネルギーレジリエンスの強化・グリーンスローモビリティ導入＞
・島内の次世代エネルギーと蓄電池システムをEMSで制御することによる電力コストの低減、災害時のレジリエ
ンスの強化
・島内の移動手段として導入する電動モビリティの停車・停留時間に電池を充放電制御することで、系統安定
化、施設への電力供給を最適化および災害時の電源確保

4.【キャッシュレス】
＜島民および観光客の利便性向上＞
・島民は、キャッシュレス支払により、限られたATM拠点網に縛られることなく、日常の購買活動が可能。（＝生
活利便性の向上）
・観光客においては、多額の現金を持ち歩く必要なく、スマートな支払行為が可能。
＜店舗運営の効率化と消費の促進＞
・島内の店舗は、現金ハンドリングコストを削減。（＝残業代等の人件費削減や人手不足対応等）
・現金支払のみの場合に逸失していた観光消費を捕捉。また、クーポン配信機能を活用し、ターゲット顧客に対
する効果的なプロモーションも展開可能。
・海外QRコード決済事業者との連携により、インバウンド需要も取込可能。

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

【離島の課題解決イメージ】

（３）その他
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みずほ情報総研株式会社
【キャッシュレス】

笹原 亮太 03-5281-5406 ryouta.sasahara@mizuho-ir.co.jp

応用地質株式会社
【安全・安心】

堀越 満 03-6260-8577 horikoshi-mituru@oyonet.oyo.co.jp

株式会社みずほ銀行／
株式会社BlueLab
【キャッシュレス】

佐藤 泰弘 03-6627-8388 yasuhiro.sato@bluelab.co.jp

（代表）日本工営株式会社
【移動支援・エネルギー】

遠藤 和志 03-3238-8153 a5512@n-koei.co.jp

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

（３）その他

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

NTTドコモ　第一法人営業部 國田　優 03-5156-2081
yuu.kunita.tu@nttdocomo.c
om

(株)NTTドコモ （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで
ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

様式１様式１

導入事例
全 国 1 8 の 省 庁 様 及 び

自 治 体 様 に
ご 利 用 い た だ い て い ま す

１）観光客がどこの地域から訪れているか分かる → 来訪が多い地域に対し閑散期の来島を促す
プロモーションを打つことで、繁閑の差を小さくする。

２）多客期に観光客がどこに集中
しているかを可視化することで
ツアーの組み方や各施設での
案内を変え、輸送サービスの
負荷分散を実現する。

（※1）本台数を基に法人名義やMVNO等の台数を除去して推計（2019年3月現在）
（※2）2018年実績
（※3）携帯電話をいつでも接続可能な状態に保つために必要なデータ

人口分布統計
対象エリアの1時間ごとの人口
を把握（単位：人）
動態統計
一定期間の人の動きを把握
（単位：人）
人口流動統計
エリア間の移動量を把握
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

ジーマックスソリューション（株） 大井　淳司 03-5315-4065 ohi@zms.co.jp

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

ネットワークカメラでLIVE映像を取得し地形・沈船・魚などの調査を行う。
海底の映像データをリアルタイムで地上に送るには有線ケーブルで行うしかないが、無線で送ることによりリアルタイムでの海
底のデータ取得が容易とり時間的コストの削減、ドローン等を使えば遠隔で作業を行うことも可能。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

提案団体名： ジーマックスソリューション（株） （複数団体による提案も可とします）

○提案内容：各離島の観光資源のアピール

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

【製品】
 弊社が所有するハイブリッドクラウドプラットフォーム（クラウド）
Wisbrain（SaaS、PaaS）を活用

技術
①映像転送技術
②エッジAI技術

導入実績
国土交通省　河川監視
国土交通省　富士山監視
南極地域観測隊　昭和基地
ロジスティック　ベトナム
※本実証実験に近い導入実績のみ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

スキューバダイビングのポイントの開拓は、ダイビングショップが主体となり行っているが、コスト面で単独で行う
ことができず、有志を募って行っているのが現状である。
戦時中に沈んだ戦艦、戦闘機も多くが海の中に沈んでいるが発見が困難である。
理由として水深が浅い場所にある沈船は腐敗しており、腐敗せずに現存している沈船は水深が３０ｍ以上の為
調査が極めて困難である。
また広いエリアを探索することになることと、1回のダイビングで潜れる時間は30分～４５分なことから魚の生息な
どの調査も長期になり莫大な費用がかかり実現できないのが現状である。

（３）その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

パートナー事業部 実藤　直洋 03-6801-5531
naohiro.jitsudou@futurestandard.c
o.jp

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

株式会社フューチャースタンダード （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

■映像解析AIを活用した観光客の属性分析（年齢・性別）や人数カウント
　＜できること＞
　・顔認識技術により、観光客の年齢・性別を取得
　・物体認識技術により、観光人数を取得
　　また、自転車も認識可能なため、サイクリスト数もカウント可能

　＜実績＞
　・離島、自治体、商業施設、小売店、公営競技場、鉄道、調査会社、コンサルティング会社、広告会社等多数

■映像解析AIを活用した感染対策ソリューション
　＜できること＞
　・映像を活用した体温検知により、発熱者・感染者を発見できます。

　＜実績＞
　※2020年3月末に提供予定のため、実績はございませんが、既に引き合い多数

※取得した映像は、監視カメラ用途としてもご利用いただけるため、安心・安全な離島生活のためにご活用いた
だけるとともに、カメラの二重投資が不要なため、費用を抑止することが可能です。

■課題：観光業の売上拡大に向けた、新たな事業者の誘致や特産物の販売拡大
　 活用イメージ：
　　・年齢、性別、人数の情報の取得により、新たな事業者の誘致に向けて、事業者に対してPR可能です。
　　　また、エリアごとに人数をカウントすることにより、新たな事業者の最適な誘致エリアを選定可能です。
　　・特産物の売上向上に向けて、年齢・性別の情報から新規特産物の開発
　　・サイクリスト数のカウントにより、サイクルポート数やレンタルサイクル数の最適化
　　・観光業のKPIとなっている、観光客数や観光案内所利用者数、公共交通利用者数、施設稼働率等の情報を
AIが自動的に取得できるため、、観光業に専念していただけます。

■課題：新型ウィルスの島民への感染防止
　活用イメージ：
　　訪日外国人や日本人等、さまざまな観光客が訪れる離島において、離島の玄関口であるフェリー乗り場で体
温を検知することにより、発熱者を検知し、島内への感染リスクを軽減できます。そのことにより、島民が安心・安
全に生活できる環境を作り出すと同時に、観光客に対しても安心感を与えることで、観光客が期待通りの旅行を
満喫していただき、満足度向上が図れます。満足度向上により、リピート率の向上を図ることが可能です。
※参考記事佐渡に向かう乗客　サーモグラフィーで検温(http://www.news24.jp/nnn/news88214986.html)

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）

・電源不要で動作可能なソーラーカメラをご提案させていただきます。電源設備が準備できない場所の監視用途にもご利用いた
だけるともに、10分置きにそのスポットの滞在人数を計測することが可能です。

（３）その他

様式１
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※（１）（２）について、複数ある場合は項目毎に対応の記載をお願いします。

※既に構想中、実施中のプロジェクトがある場合は、別途そのプロジェクト単独での提案も可能です。

※参考資料がある場合は適宜添付をお願いします。

ANAホールディングス株式会社 （複数団体による提案も可とします）提案団体名：

（１）自社の保有するスマートアイランドの実現に資する技術と実績等
技術の
分野

（２）（１）の技術を用いて解決する離島の課題のイメージ

下記のうち、
該当するもの
を○で囲んで

ください。

交通・モビリ
ティ

エネルギー
物流
防災
観光
教育

健康・医療
環境
産業

担い手確保・
人材育成
その他

以下４つの課題解決をご提案いたします。
①医療サポート(救急医療体制や夜間診療が不十分である課題を解決)
・薬剤師、栄養士、介護士によるアドバイス（処方箋以外）やスポーツトレーナーによる健康増進のアドバイスも
可能。
・夜間の急病発生の際に専門医が遠隔で診療のアドバイスを実施出来るようになります。
②教育(複式学級になっており，島外の児童との交流が必要)
・市内の学校のニューミーに入ることで合同で授業を受けることができ、生徒同士の交流も可能。
・優秀な教師が島内で授業を行うことが可能になり、島外の博物館や美術館を遠隔で見学することが出来ます。
③見守り、防災、減災対応
・高齢者の家に震災時に自治体の方が入り建物の状況を遠隔で見て的確な指示を出すことが可能。
・離れて過ごしなかなかコミュニケーションを取れない家族が島内の高齢者の家に入って見守りすることできま
す。
④ライフスタイルと雇用機会の創出
・小売店のバイヤーがお年寄りの方の家のアバターに入り、遠隔で必要なものを購入したりライフスタイルの提
案ができます。また、ニューミーのメンテナンスや部品修理サポート等により若者の雇用機会の創出にも繋がる
ことが期待される。

ANAは、2018-2022年度グループ中期経営戦略において、Society 5.0（超スマート社会）の実現に向けた取り組
みの1つとして掲げた「AVATAR(アバター)」事業を始動させるにあたり、『ANA AVATAR VISION』を策定しまし
た。アバターの基礎技術を集約・発展させ、アバターで人々を繋ぎ、世界をより良くすべくイノベーションを加速さ
せていくことを目的としています。
アバターの柱は以下の３つを掲げ取り組みを進めております。
①高性能アバターのプロトタイプ開発を競うANA主催の賞金総額10億円国際賞金レースを主催。世界81か国、
820チームが参加表明しております。
②アバター技術を用いた宇宙開発も実施。35組織がコンソーシアムに参加し、今年の5月に国際宇宙ステーショ
ンに打ち上げ予定。
③自治体やデベロッパーなどの18の初期社会実装パートナーと日常生活の中でアバターが社会インフラとして
利活用される街づくりをスタート。
また、昨年10月に様々な理由で飛行機に乗れない方にも移動の自由を提供したいと思いアバターロボット
newme（ニューミー）をANAホールディングスが独自で開発しました。ニューミーを活用することにより、その場に
行かなくても市内の百貨店を歩きまわりショッピング体験やミュージアムを見学することも、離れた場所に住んで
いる家族に会いに行ったりと、さまざまなエンタメ、教育、ヘルスケアなど様々な可能性が広がっていきます。ま
た災害の現場における救助や、医師不足が深刻化した島内での医療相談、また教育面においても島外の生徒
との交流の機会の提供なども可能になります。
島内の日常生活のさまざまなシーンの中でアバターが社会インフラとして利活用される街づくりを行い、島の生
活において課題となっていることをアバターで課題解決に繋がると思われます。

スマートアイランドの実現に向けた技術提案書

○提案内容

（３）その他

様式１

学校・教育病院・医

療

ショッピン

グ

アクアリウム
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ANAホールディングス
アバター準備室

松尾　美奈 070-4926-1794 m.matsuo@anahd.co.jp

部局名 担当者 連絡先（電話） 連絡先（メール）

○部局名・担当者・連絡先（電話及びメール）
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